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◆高校・中学新卒者の就職内定状況等調査～３月末現在～　　5月12日（厚生労働省） 

　・高校新卒者の就職内定率は９５．８％と前年同期に比べ１．７ポイント上昇。 

◆大学等卒業予定者就職状況調査～４月１日現在～　　5月12日（厚生労働省・文部科学省）  

　・大学新卒者の就職率は95.3％で、前年同期に比べ1.8ポイント上昇。就職希望率は68.3％と同2.0ポイント上昇。 

◆平成17年度における障害者の職業紹介状況　　5月16日（厚生労働省） 

  ・就職件数は、対前年度比8.4％増の38,882件（過去最高）。 

◆国民経済計算～1-3月期・1次速報～　　5月19日（内閣府） 

  ・実質GDP（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で0.5％（年率1.9％）。 

  ・実質GDP成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.5％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.0％。 

◆個別労働紛争解決制度施行状況～平成17年度～　　5月25日（厚生労働省） 

  ・総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争相談件数は17万6,429件で、前年度より10.2％増加。 

◆労働災害動向調査（甲調査）～平成17年～　　5月26日（厚生労働省） 

  ・災害発生の頻度を表す度数率は1.95と前年と比べ0.10上昇、災害発生の重さの程度を表す強度率は0.12と、前年

と同水準。 

◆脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況～平成17年度～　　5月31日（厚生労働省） 

  ・脳・心臓疾患を労働災害と認定した件数は、前年度に比べ36件増加の330件。うち過労死は157件（前年度比7件

増加）。 

  ・精神障害等を労働災害と認定した件数は、前年度に比べ3件減少の127件。うち自殺（未遂を含む）は42件（前年度

比3件減少）。 

◆人口動態統計月報年計（概数）～平成17年～　　6月1日（厚生労働省） 

  ・合計特殊出生率は1.25。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

5月11日～6月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働力調査詳細結果～1～3月平均速報～　　5月30日（総務省） 

～非正規の職員・従業員の割合は３３．２％～ 
　1～3月の役員を除く雇用者は、前年同期比79万人増加の5,002万人であった。このうち、正規の職員・従業員は前
年同期比7万人増加の3,340万人と、5期ぶりの増加となっている。一方、非正規の職員・従業員（パート・アルバイ
ト、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・嘱託、その
他の合計）は前年同期比72万人増加の1,663万人となっている。 
　役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合
は33.2％、前年同期に比べて0.9ポイントの上昇となり、雇
用者の3人に1人が非正規の職員・従業員となっている。 
　これを年齢階級別にみると、「15～24歳」の非正規の職員・
従業員の割合が、男性では45.2％、女性では51.5％となるな
ど、雇用者の約半数が非正規の職員・従業員となっている。 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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労働生産性 今月のキーワード解説 

　今回は、労働生産性について、紹介します。 
　労働生産性とは単位労働力当たりの生産量のことです。例えば、労働力については、労働力人口を用い、
生産量は国内総生産（ＧＤＰ）を用いて計算してみます。 
　内閣府経済社会総合研究所の国民経済計算によりますと、現在の日本のＧＤＰは約525兆円です（2005年
実質ＧＤＰの値）。総務省統計局「人口推計」によりますと、2005年の生産人口（15～64歳）は8,459万人
です。よって、労働生産性は、 
　　　538兆円÷8,459万人＝636万円/人 
と計算されます。 
　ちなみに、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によりますと、2050年の生産人口は5,389万人と予
測されています（2002年中位推計）。仮に、この人口で現在と同じだけの生産を行おうとすると、 
　　　538兆円÷5,389万人＝999万円/人 
となり、一人当たり999万円生産しなければならないということになります（図１参照）。 
 
　ほかの労働生産性の計算としては次のようなものがあります。 
 
１　労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計2006」 
　最近刊行いたしました「ユースフル労働統計2006」の中で労働生産性の計算を行っています。 
　ここでは、生産量の指標として経済産業省「鉱工業生産指数」、「第３次産業活動指数」を用い、労働
力の指標としては人数に労働時間を乗じたマンアワーベースの値を用いています。 
　計算結果としましては、2000年＝100とすると、2005年の製造業は111.5、金融・保険業は125.9となって
おり、近年は上昇傾向となっています。また、サービス業は104.8、卸売・小売業は103.6となっており、近
年横ばいで推移していましたが、直近では上昇とな
っています（図２参照）。 
 
２　社会経済生産性本部「労働生産性の国際比較」 
　ここでは、ＧＤＰを就業者で除する方法により労
働生産性が計算されていて、2005年版「労働生産性
の国際比較」によると2003年の日本の労働生産性は
787万円という結果となっています。 
　国際比較がなされており、日本は56,608ドル（購買
力平価換算）でＯＥＣＤ加盟30か国中第19位、主要
先進７か国間では最下位となっています。なお、第
１位はルクセンブルグ（82,680ドル/1149万円）、第
２位は米国（78,828ドル/1095万円）でした。 
 
　なお、これまでに紹介した計算方法をみますと、
労働者の潜在能力や技術進歩、投資の蓄積による資
産について、十分に考慮されていません。 
　また、労働力についても、上の計算では、人数（ま
たはマンアワー）のみが考慮されていますが、ほかに、
人口の減少が労働の質に及ぼす影響を考慮する必要
があります。 
これらについては、あ、余白がなくなりました。残
念です。 
（情報解析課長　秋山　恵一） 


